
令和５年度後期監査報告書（指定管理者監査）措置状況通知

後期監査の結果に基づく措置等の状況通知＜後期監査報告書（令和６年３月２１日）＞

「処理」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「処理」を実施したもの、又は基準日までに「処理」を実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　　１件
【Ｃ：実施しないことを決定済】　基準日までに「処理」を実施することはできるが、何らかの理由により実施しないことを決定したもの　　　　　　　　　　１件
【Ｄ：実施することができない】　基準日までに手段が無く「処理」を実施するができないことを確認したもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件

「再発防止策」又は「改善策」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施したもの、又は基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施することを決定したもの　　　　３件

○指定管理者監査
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実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
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1 地
域
振
興
部

旭
支
所

株式会社
旭高原

株式会社
旭高原

経
理
処
理
及
び
財
産
管
理

【指摘】
　臨時アルバイトに日給を支給する際に、
日額表の乙欄を使用して源泉徴収税額を計
算しているが、徴収税額が過少となってい
るものがあった。

2
4
頁

1 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　令和５年１２月２９
日に１名のアルバイト
から正規の源泉額を求
め、令和６年１月１０
日に税務署に１名分の
み不足分を納税した
が、他のアルバイト分
は回収が不能と判断し
た。同日税理士とも相
談し、不足分はアルバ
イトの確定申告で修正
されるため、会社が負
担する理由がないもの
と判断した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和５年１２月４日、当日現金支給する際において
も、２人で確認を行って支給するよう決定した。
　令和６年２月５日、再発防止と注意喚起のため、実務
担当者に対して源泉徴収税の計算方法について社員研修
会を行った。

令
和
6
年
3
月
3
1
日

2 地
域
振
興
部

稲
武
支
所

株式会社
どんぐり
の里いな
ぶ

株式会社
どんぐり
の里いな
ぶ

指
定
管
理
者
に
よ
る
管
理
運
営
業
務

【指摘】
　基本協定書第１２条第２項において、日
常的な小規模修繕等については１件５０万
円以下の案件に限り指定管理者が実施し、
緊急やむを得ない場合は１件５０万円を超
える案件についても協議の上で指定管理者
が実施することができると規定されてい
る。
　指定管理者は、緊急対応を要する修繕と
して口頭にて相談した上でロッカー等修繕
を１１３万円余で行ったが、協議に関する
記録が残されていなかった。双方にて適切
に協議したことを文書に残す必要がある。

2
4
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　事実確認を行い、令
和５年１２月１４日付
で協議書を作成し、保
管した

Ａ：実施済
又は決定済

　令和５年１２月１５日から１件５０万円を超える修繕
が発生した場合、指定管理者の担当から社長に報告。
　社長から稲武支所に相談・協議することとし、稲武支
所の担当者は一報として、担当長と副支所長に報告する
とともに、協議書（案）を作成することとした。その
後、指定管理者と協議書を共有し、年度末の指定管理料
の清算時に協議書を再確認する。
　なお、令和５年度に指定管理者が行った小規模修繕で
１件５０万円を超える案件は発生していない。
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－ 1 ／2－
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最
終
回
答
基
準
日

3 地
域
振
興
部

下
山
支
所

株式会社
香恋の里

株式会社
香恋の里

協
定
内
容

【指摘】
　香恋の館と山遊里では指定管理事業と自
主事業を行っており、指定管理事業につい
ては、市からの指定管理料で運営してい
る。面積割合により指定管理事業と自主事
業に係る費用の割合を決めているが、基本
協定書及び年度協定書にはそのことが明示
されていなかった。
　協定書で指定管理事業と自主事業の割合
を明示する必要がある。

2
5
頁

1 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和４年度決算は確
定しているため修正し
ないことを令和５年１
２月１１日に決定し
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和６年度から、指定管理事業及び自主事業における
経費の負担割合について、面積割により負担する規定を
年度協定書に定めることとした。
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－ 2 ／2－


